
災害時に備えた支援体制に関する協定を 

１４９社と締結 

 

 水資源機構（以下「機構」という。）は、災害対策基本法に基づく指定公共機関と

して、令和５年度からの「災害等発生時における応急対策業務に関する協定」に関す

る公募を行い、前回（７０社）を大きく上回る１４９社との協定締結を行いました。 

本協定は、災害等の発生により、機構施設が被災又は関係機関の施設が被災し機構

に支援要請があった場合、機構が所有する機材を輸送、設置、運転操作等することに

より、被害拡大防止と早期復旧に資することを目的としています。 

今回の協定で災害時の体制の充実、強化を図り、今後の災害時の対応に備えていき

たいと考えています。 

 

【協定の概要】 

業 務 内 容：災害発生時に機構が所有している機材の輸送・設置・運転操作等を 

行う。 

協定の期間：令和５年４月１日から令和７年３月３１日まで 

 

【協定締結企業】 

別紙のとおり、また、各管内の協定締結企業数は次のとおり、 

 【関東：４６社、中部支社：４９社、関西・吉野川支社：３４社、筑後川局：２０社】 

 

 

 

令和５年４月７日  

独立行政法人 水資源機構 

配布先 
水資源記者クラブ、竹芝記者クラブ、埼玉県政記者クラブ 

中部地方整備局記者クラブ、近畿建設記者クラブ、大手前記者クラブ 

高松経済記者クラブ、国土交通省九州記者会、九州建設専門記者クラブ、

久留米市政記者クラブ、佐賀県政記者クラブ 

問い合わせ先 
独立行政法人水資源機構 

  住所：埼玉県さいたま市中央区新都心１１－２ 

電話：総務部広報課 舩越、下島 ０４８（６００）６５１３ 

     危機管理監付 黒岩    ０４８（６００）６５４３ 
H P：https://www.water.go.jp/honsya/honsya/index.html 



別紙１ 

 

「災害時等における応急対策業務に関する協定（関東管内）」 

締結企業 ４６社 

【業務範囲】茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都 

ただし、必要に応じて、協議のうえ当該実施範囲を拡大できるものとする。 

加藤建設興業株式会社 株式会社光建 

石井工業株式会社 株式会社川島工務店 

株式会社丸島アクアシステム 東京支店 株式会社小林電気商会 

須田建設株式会社 株式会社相互電設 

鈴木土建株式会社 株式会社仲潮組 

松崎建設株式会社 第一造園土木株式会社 

岩田地崎建設株式会社 東京支店 有限会社佐藤建設工業 

株式会社たけのうち電器 株式会社イートラスト埼玉 

北総電機産業株式会社 鉄建建設株式会社 

瑞穂建設株式会社 株式会社新井組 東京支店 

株式会社 O・C りんかい日産建設株式会社 東京土木支店 

東海建設株式会社 みらい建設工業株式会社 

株式会社テクアノーツ 青木あすなろ建設株式会社 東京土木本店 

昱株式会社 佐田建設株式会社 

株式会社ナガシマ アイサワ工業株式会社 

株式会社大川緑地開発 株式会社丸電 

あおみ建設株式会社 東京支店 株式会社ニチゾウテック 

藤田ソリューションパートナーズ株式会社 株式会社丸平電気 

門倉テクノ株式会社 大成建設株式会社 

株式会社安藤建設 村本建設株式会社 東京支店 

株式会社エクテス 廣橋建設株式会社 

有限会社新日工 株式会社志村工業 

株式会社日立インダストリアルプロダクツ

機械システム営業本部 

新都市緑化建設株式会社 

 

 

 

 

 



別紙２ 

 

「災害時等における応急対策業務に関する協定（中部支社管内）」 

締結企業 ４９社 

【業務範囲】長野県、岐阜県、愛知県、三重県、静岡県 

ただし、必要に応じて、協議のうえ当該実施範囲を拡大できるものとする。 
東亜建設工業株式会社 名古屋支店 株式会社中島工務店 

アイサワ工業株式会社 株式会社テクアノーツ 中部事業所 

株式会社和泉 株式会社豊国エンジニアリング 

ヤマダインフラテクノス株式会社 日起建設株式会社 

大矢建設株式会社 諸岡建設株式会社 

鉄建建設株式会社 名古屋支店 大日本土木株式会社 名古屋支店 

株式会社森本組 名古屋支店 りんかい日産建設株式会社 名古屋支店 

株式会社大栄 東急建設株式会社 名古屋支店 

株式会社福電事業 みらい建設工業株式会社 中部支店 

株式会社栗山組 神野産業株式会社 

株式会社三和工務店 帝国建設株式会社 

飛島建設株式会社 名古屋支店 株式会社後出建材土木 

株式会社ナガシマ 株式会社奥村組 名古屋支店 

吉永建設工業株式会社 有限会社宮田造園土木 

株式会社大道建設 株式会社オカムラ 

株式会社阿佐木建設 前田建設工業株式会社 中部支店 

株式会社竹島建設 中部土木株式会社 

大興建設株式会社 株式会社熊谷組 名古屋支店 

箕輪建設工業株式会社 有限会社三重建装 

大豊建設株式会社 名古屋支店 株式会社シーテック 

株式会社大林組 名古屋支店 株式会社フジタ 名古屋支店 

株式会社川瀬組 大成建設株式会社 名古屋支店 

あおみ建設株式会社 名古屋支店 株式会社加藤建設 

村本建設株式会社 丸ス産業株式会社 

株式会社山辰組  

 

 

 

 



別紙３ 

 

「災害時等における応急対策業務に関する協定 

                 （関西・吉野川支社管内）」 

締結企業 ３４社 

【業務範囲】三重県、滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県 

徳島県、香川県、愛媛県、高知県 

ただし、必要に応じて、協議のうえ当該実施範囲を拡大できるものとする。 
株式会社 AUC 有限会社ジャパン･ルーフ 

株式会社大建 株式会社大東電機 

井原工業株式会社 アイサワ工業株式会社 

株式会社大栄 株式会社マルト重建 

株式会社森口 有限会社川田建設 

株式会社国元組 株式会社前河建設 

クニテック株式会社 株式会社日立インダストリアルプロダクツ 

関西支店 

株式会社ニシデン 富士通株式会社 社会システム事業本部 

関西ビジネス部 

株式会社三和工務店 株式会社中原工務店 

株式会社テクアノーツ みらい建設工業株式会社 

株式会社ナガシマ 株式会社奥村組 四国支店 

今井工業株式会社 株式会社中南組 

株式会社アクアテルス 関西支店 株式会社後出建材土木 

株式会社アクアテルス 四国支店 村本建設株式会社 大阪支店 

株式会社森本組 株式会社御鷹組 

株式会社竹島建設 ＪＲＣシステムサービス株式会社 関西支店 

たけや興業株式会社 株式会社幸田組 

 

 

 

 

 

 



別紙４ 

 

「災害時等における応急対策業務に関する協定（筑後川局管内）」 

締結企業 ２０社 

【業務範囲】福岡県、佐賀県、大分県、熊本県 

ただし、必要に応じて、協議のうえ当該実施範囲を拡大できるものとする。 
有限会社英興建設 株式会社 執行茂寿園 

株式会社奥村組 九州支店 金子建設株式会社 

アイサワ工業株式会社 みらい建設工業株式会社 

株式会社大久保建設 あおみ建設株式会社 九州支店 

大成建設株式会社 九州支店 青木あすなろ建設株式会社 九州支店 

田中建設株式会社 JRC システムサービス株式会社 九州支店 

株式会社ナガシマ 村本建設株式会社 九州支店 

株式会社大橋造園土木 株式会社テクアノーツ 

株式会社ヒタヤ 株式会社泉組 

株式会社福博電興 株式会社錢高組 九州支店 

 

 



災害等発生時における応急対策業務に関する協定について

災害等発生時における応急対策業務に関する協定は、災害等発生時に被害拡大防止と早
期復旧等に資することを目的に、応急対策業務実施先へ機構の機材を輸送・設置・運転操
作等実施する業務として、公募により民間業者１４９社と締結。
協定の有効期限は、令和５年４月１日から令和７年３月３１日まで。

災害発生

応急対策業務の主な作業内容
配備機材の輸送・設置・運転操作等
（可搬式浄水装置、ﾎﾟﾝﾌﾟ車・ﾊﾟｯｹｰｼﾞﾎﾟﾝﾌﾟ） 応急対策業務実施

参考資料

応急対策業務

災害発生！！

応急対策業務実施までの基本的な流れ

水資源機構と協定締結者で業務実施に関する契約締結

応急対策業務を実施することを判断

応急対策業務協定締結者（以下「協定締結者」）へ業
務実施要請

協定締結者は業務実施を承諾

浸水等災害発生



機材の配備事務所
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可搬式浄水装置配備事務所
2号機：利根導水総合事業所
（埼玉県行田市）

機材の配備事務所

関東管内

中部支社管内

淀川本部管内

吉野川本部管内

筑後川局管内

可搬式浄水装置配備事務所
1号機：愛知用水総合管理所
（愛知県愛知郡東郷町）

（令和5年3月31日現在）



ポンプ車

＜配備機材＞

ポンプ車： (60ｍ3/min) 利根導水 :１台 愛知用水 :１台 筑後川下流用水 :１台

ポンプ車： (30ｍ3/min) 千葉用水 :１台 豊川用水 :１台 香川用水 :１台

パッケージポンプ (10ｍ3/min) 利根導水 :２箱 愛知用水 :２箱 筑後川下流用水 :２箱

・ユニック付トラック 1台 霞ヶ浦用水 :２箱 三重用水 :２箱 香川用水 :２箱

・PP２箱＋発発2台でセット 群馬用水 :２箱 木曽川用水 :２箱 両筑平野用水 :２箱

2.5ｍ3/s

吉野・筑後管内関東管内 中部管内

送水能力　計 2.5ｍ3/s 2.5ｍ3/s

１０．７５ｍ

発動発電機
（300kVA）

操作盤

７．５７ｍ

発動発電機
（125kVA）

操作盤

ポンプ車：30m3/min（中型8t車）ポンプ車：60m3/min（大型自動車）



7.73m

3.
00

5m

2.25m

2.9t吊ユニック車（９台）

ポンプパッケージ搭載状態
（各1台のみ搭載可）

ポンプパッケージ
（10m3/min/台）×２台

発動発電機
（45kVA）×２台

ﾎﾟﾝﾌﾟﾊﾟｯｹｰｼﾞ・発動発電機（１８組）

＜配備機材＞

ポンプ車： (60ｍ3/min) 利根導水 :１台 愛知用水 :１台 筑後川下流用水 :１台

ポンプ車： (30ｍ3/min) 千葉用水 :１台 豊川用水 :１台 香川用水 :１台

パッケージポンプ (10ｍ3/min) 利根導水 :２箱 愛知用水 :２箱 筑後川下流用水 :２箱

・ユニック付トラック 1台 霞ヶ浦用水 :２箱 三重用水 :２箱 香川用水 :２箱

・PP２箱＋発発2台でセット 群馬用水 :２箱 木曽川用水 :２箱 両筑平野用水 :２箱

2.5ｍ3/s

吉野・筑後管内関東管内 中部管内

送水能力　計 2.5ｍ3/s 2.5ｍ3/s

パッケージポンプ



■異常渇水や大規模地震災害等の緊急時の水供給手法として、平成18年度に調達。

装置全景（1号機）

可搬式浄水装置

・茨城県桜川市〔平成23年3月14日から平成23年3月22日（9日間）〕

・東京都小笠原村父島〔平成23年7月16日から平成23年8月26日（41日間）〕

・宮城県女川町江島〔平成23年9月26日から平成25年3月19日（541日間）〕

・熊本県山都町〔平成28年4月22日から平成28年4月24日（3日間）〕

・東京都利島村〔平成28年6月8日から平成28年7月11日（34日間）〕

・東京都小笠原村父島〔平成29年2月18日から平成29年5月22日（94日間）〕

・福岡県新宮町相島〔平成30年2月18日から平成30年3月19日（30日間）〕

・広島県三原市〔平成30年7月15日から平成30年7月22日（8日間）〕

・福岡県新宮町相島〔平成31年1月27日から令和元年7月7日（162日間）〕

・東京都小笠原村母島〔平成31年4月6日から令和元年5月8日（33日間）〕

＜これまでの給水支援活動実績＞

※．可搬式浄水装置１号機は、令和５年５
月に装置更新予定。
装置仕様は、可搬式浄水装置２号機相当の
仕様を予定。




